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研究要旨 

それぞれの事業所において標準的な評価手法のもとに十分な効果がある支援プログラムが利用者全て

に適用されることを目的として研究を行った。R2年度には①それぞれの事業所のデータを基に機能訓練、

生活訓練ともに標準化された評価手法の確立を行うこと、②事業所を類型化し、各類型の中で共通して

行っている支援手法と、特定のニーズに対応した支援手法の把握を行った。ADL、IADL、QOL 等の代

表的な既存指標を集め、機能訓練・生活訓練の共通指標としてするため検証した結果、「機能的自立度評

価 （FIM)」「手段的日常生活活動（IADL)尺度」「WHODAS」「Recovery Assessment Scale」「WHOQOL」

に加え、社会参加の指標となる活動範囲や移動範囲の広がりを測る指標として「Life Space Assessment」

「実用的歩行能力分類」を加え、機能訓練、生活訓練とも有意な効果を示すことができた。ただし被験者

の回答による評価指標についてはどのような訓練・支援が結果をもたらしたかという成果との因果関係

を説明することは難しいため、標準的な評価手法に組み入れるにはよく検討する必要があることがわか

った。類型化された事業所での支援手法の把握に関しては、幅広い分野に渡って多くのプログラム等を

提供していることが示された。加えて、プログラム等の提供側の職員だけでなく、プログラム等を通じ

「自立した日常生活又は社会生活を営む」ことを目標としている利用者も効果を実感できるプログラム

等が実施されていることがわかった。来年度は標準的な評価手法としてこれら既成の指標の使い方につ

いてさらに検討を進める予定である。 

 

 

Ａ．研究目的 

本研究はそれぞれの事業所において標準的な評

価手法のもとに十分な効果がある支援プログラム

が利用者全てに適用されることを目的として行う。 

R2年度には①それぞれの事業所のデータを基に機

能訓練、生活訓練ともに標準化された評価手法の

確立を行うこと、②事業所を類型化し、各類型の

中で共通して行っている支援手法と、特定のニー

ズに対応した支援手法の把握を行う。回復期リハ

ビリテーション病棟の生活期支援に関する認識調

査、R3年度にはモデルとする事業所において、そ

れぞれに適した支援プログラムを作成・試行し、

標準化された評価手法によりその効果を検証し、

自立訓練の標準的な支援プログラムを提案する。 

 

Ｂ．研究方法 

1. 機能訓練での標準化された評価手法の確立

研究代表者菊地尚久と研究分担者田中康之が担当

し、全国の機能訓練を行っている自立訓練事業所

に研究協力を依頼する。全国障害者自立訓練事業

所協議会に参加している施設を中心にデータ提出

に協力する20施設を目標に依頼する。目標症例数
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は200症例とする。データは匿名化した状態で

excelに入力を行う。データ入力は事業所の規

模・種別、事業所利用開始時、可能であれば6か

月後、利用終了時とする。入力項目は性別、年

齢、家族背景、発症前の就労状況、疾患名、障害

名などの基本情報、事業所利用のニーズ、ADLの

指標としてFIM（機能的自立度）、IADLの指標と

してLife Space Assessment、屋外移動能力、福

祉サービスの利用項目・頻度、ゴール達成度など

とする。収集したデータをクリーニングした後

に、SPSSを用いて事業所利用前後での変化、各因

子の相関等について統計ソフトSPSS V26を用いて

解析する。 

2. 生活訓練での標準化された評価手法の確立 

研究分担者小島正平と研究分担者田中康之が担当

し、全国の生活訓練を行っている自立訓練事業所

に研究協力を依頼する。全国障害者自立訓練事業

所協議会に参加している施設を中心にデータ提出

に協力する20施設を目標に依頼する。目標症例数

は200症例とする。データは匿名化した状態で

excelに入力を行う。データ入力は事業所の規

模・種別、事業所利用開始時、可能であれば6か

月後、利用終了時とする。入力項目は性別、年

齢、家族背景、発症前の就労状況、疾患名、障害

名などの基本情報、事業所利用のニーズ、ADLの

指標としてFIM（機能的自立度）、IADLの指標と

してLife Space Assessment、屋外移動能力、福

祉サービスの利用項目・頻度、ゴール達成度など

とする。収集したデータをクリーニングした後

に、SPSSを用いて事業所利用前後での変化、各因

子の相関等について統計ソフトSPSS V26を用いて

解析する。 

3. 類型化された事業所での支援手法の把握と

回復期リハビリテーション病棟の生活期支援の認

識調査をおこなう。機能訓練に関しては研究分担

者渡邊崇子が、生活訓練に関しては研究分担者鈴

木智敦が担当する。標準化された評価手法の確立 

で依頼した事業所に依頼し、プログラム内容に関 

するアンケートと個人名を秘匿した状況での代表

的疾患・障害に対するプログラム内容について調

査する。データ提出に協力する。20施設を目標に

データ提出を依頼する。プログラム内容の調査に

ついては目標症例数を50症例とする。回復期リハ

ビリテーション病棟の生活期支援の認識調査につ

いては高次脳機能障害を持つ患者を治療している 

回復期リハビリテーションを実施している医療機

関にアンケート形式で、高次脳機能障害者の社会

参加についてどのように認識しているか、生活期

における当事者等に対して、生活期にどのような

支援が望ましいかについて調査する。協力する回

復期リハビリテーション病棟は20施設を目標とす

る。 

4. 研究代表者菊地尚久が高次脳機能障害の社

会参加の先進国であるイギリスの専門家が会長で

2020年7月に開催される17th Neuropsychological 

Rehabilitation Special Interest Group of the 

WFNR's Neuropsychological Rehabilitation 

Conferenceに参加し、高次脳機能障害者の施設利

用の社会参加支援について情報収集を行う。 

 

Ｃ．研究結果 

 1. 標準化された評価手法の確立 

 (1) 評価指標調査票の検討 

社会リハビリテーションの効果を測定する手法

として、どのような項目が評価として適している

かを検討するため、研究計画で挙げた評価指標と

併せて ADL、IADL、QOL等の代表的な既存指標を集

め、機能訓練・生活訓練の共通指標としてするた

め検証した結果、「機能的自立度評価 （FIM)」「手

段的日常生活活動（IADL)尺度」「WHODAS」「Recovery 

Assessment Scale」「WHOQOL」に加え、社会参加の

指標となる活動範囲や移動範囲の広がりを測る指

標として「Life Space Assessment」「実用的歩行

能力分類」を加えた。（表 1） 
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表 1: 評価手法の検討結果 

 

また、基礎項目として性別、年齢、家族背景、疾

患名、障害名の他、障害者手帳、支援区分、介護区

分の他利用意向や支援の到達度について調査を行

い、成果項目として開始時と終了時の社会参加や

収入状況などの生活状況を比較する事で支援効果

の因果関係を測れるよう調査を行った。 

 

 (2)  試験調査の実施 

研究分担者、協力者の関連施設を始め、研究協

力団体である全国障害者自立訓練事業所協議会の

協力により機能訓練 12 事業所、生活訓練 12 事業

所の合計 24 事業所の協力により、機能訓練 83 症

例、生活訓練 54症例、宿泊型自立訓練 8症例の計

145 症例を集計した。 

 (3) 機能訓練の試験調査結果 

分担研究の結果から、既存指標を用いて機能訓

練の利用前後を比較したところ、身体面、精神面、

日常生活や社会生活面での向上・改善を数値化で

きた。特に活動力や活力、余暇活動、対人関係づく

り、支援の依頼、生活設計など客観的評価が難し

い項目も数値化できた。 

今回調査した評価指標には、FIM、IADL尺度、実

用的歩行能力分類といった客観的評価指標と、RAS

や WHO/QOL、WHO/DAS等の被験者の回答による評価

指標があり、内面的変化そのものは客観的事実で

あり評価の対象となりうるものの、どのような訓

練・支援が結果をもたらしたかという成果との因

果関係を説明することは難しい。帰結状況等から

推論しても、訓練・支援と利用者の変化との関連

性が強いことは予想されるものの、これらの評価

結果をそのまま機能訓練の利用効果であるとする

には難しく、評価指標の確立という点からは、提

供したプログラムとの因果関係についても研究が

必要となる。 

 (2) 生活訓練の試験調査結果 

 分担研究の結果から、生活訓練では利用前後で

利用者の精神面、日常生活や社会生活面で大きく

向上・改善されていることが明らかとなった。 

 特に、評価指標の項目別で見ると、課題解決力、

活力、集中力等の認知面や精神活動、生活設計や

外出、余暇活動、対人関係づくり、支援の依頼等の

社会生活力や就労面においてプラスの変化が認め

られた。一方で、機能訓練同様に内面的変化を支

援の結果として因果関係を説明することは難しい。

帰結状況等から推論しても、訓練・支援と利用者

の変化との関連性が強いことは予想されるものの、

生活訓練の利用効果であるとするには難しく、評

価指標の確立という点からは、提供したプログラ

ムとの因果関係についても研究が必要となる。 

 

 2. 類型化された事業所での支援手法の把握 

 (1) プログラム調査票の検討 

 機能訓練・生活訓練において標準的なプログラ

ムを検討するため、「自立訓練の実態把握に対す

評価手法の検討結果

機能訓練 生活訓練
【ＡＤＬ評価】

ＦＩＭ 〇 △

・回復期病棟の入院料の基準としており、機能訓練で使われている所もあり、平均７～８点程度の向上
が見込まれる　・他の社会生活評価等と併せて評価するのであれば妥当　・知的・精神では、「運動項
目」の評価は、身体機能ではなく認知の課題の結果によるものとなるが、どの程度の変化がでるか分
からない

バーセルインデックス △ ×
・採点基準が大まかで変化が出にくい　・知的・精神では、認知機能の課題が身体動作に影響している
重度の場合に「一部介助」「介助」となることが予想されることから、生活訓練対象者レベルにはなじま
ないのではないか

ＫＩ × ×
・採点基準が大まかで変化が出にくい　・知的・精神では、認知機能の課題が身体動作に影響している
重度の場合に「介助」となることが予想されることから、生活訓練対象者レベルにはなじまないのではな
いか

【ＩＡＤＬ・社会生活】

ＣＨＩＥＦ △ ×

・「この１年間」という問いは、期間が長すぎるため評価しつらい　・主に環境因子（物的、人的、理解）の
阻害因子を扱っているため、改善された場合においても訓練による効果であるか分かりにくい　・本人
への質問によるため回答が事実か分からない　・入所利用者は施設環境にあるため評価しづらい
※失語者に対するＣＩＱ、ＣＨＩＥＦについての研究論文からは、ＩＣＦの枠組みによる標準的評価法の策
定の必要性が唱えられている

ＣＩＱ × ×
・Ｑ６までの質問では主に家族との役割分担について問われており、家族関係等の要因もあるため、直
接的には訓練効果が測れない　・Ｑ７以降も、利用中の評価では変化が分からない　・本人への質問に
よるため回答が事実か分からない

ＤＡＳＣ △ ×
・プラス…項目は網羅的、評価基準も多い
・マイナス…認知症のアセスメントであるため項目に偏りがある、社会生活面が少なく就労や社会参加
がない

ＦＡＩ × △
・施設環境にいる入所利用者には評価しづらい　・趣味とは分けて「庭仕事」「家や車の手入れ」「読書」
があり、家事項目が多く含まれている等項目に偏りを感じる。

ＩＡＤＬ尺度 △ △
・プラス…利用中に評価しやすい、選択肢が分かりやすい
・マイナス…項目が網羅的ではない（「健康管理」は「服薬管理」のみ等）、就労や社会参加が少ない、
男性の項目が少ない

老研式活動評価 × ×
・高齢者用であるため項目に偏りがある　・就労、社会参加がない　・採点基準が大まかで変化をつか
みにくい

ＧＡＦ × △
・各項目の前段は「症状」についての記述であり、精神障害以外に該当しない　・後段の表現も項目の
表現が大きいため判断が主観的になりやすく、自立訓練レベルの利用者では変化が表れにくい（特に
機能訓練では）

精神保健福祉手帳能力障
害状況評価

× △
プラス…具体的でわかりやすい、変化が捉えやすい
マイナス…機能訓練には使えない、精神に特化しているためこのままでは知的には使えない、総合評
価なため、部分のみの変化があったとしても、変化として表せない

日本精神病院協会調査 × △
プラス…精神についてはC-2《社会復帰施設/主治医用》を活用・整理すれば、利用時と終了時に評価
することで変化が捉えられる
マイナス…このままでは使えない

ＷＨＯＤＡＳ △ △

プラス…信頼性が高く完成されている、そのため対外的にもアピールしやすい、ＩＣＦの考えに基づいて
いる、項目ごとに評価のためのガイドの記述がある意されている）
マイナス…評価者が十分理解した上での質問が必要、「領域６　社会への参加」の項目は、環境因子
に対する質問となっており、社会生活力の変化を測るものではない、交通機関の利用や買い物等の外
出能力が高まったことへの評価ができない

ＬＳＡ 〇 △
・施設環境であることから入所利用者には評価しづらいが、活動範囲の広がりを通して社会参加の能
力を評価できる可能性がある

ＳＡＣ（social　actibities　checklist）
【ＱＯＬ、その他】
Vitality　index △ × ・項目が限られている　・採点基準が大まかである

ＲＡＳ 〇 〇
・訓練・支援による意識変化を捉えるのに適しているように思われる　・客観的な社会生活力について
の評価と共に行うとよい

SISR-A、B × △
プラス…Ｂはすべての障害に適している、項目数が少ないため回答が簡単
マイナス…Ａは対象者精神障害に限定してしまうため、生活訓練を知的と精神で分けた場合には有
効、Bは項目の記述の次元が高く、良い評価が得られにくい

EuroQol × ×
・項目が大枠過ぎる（社会生活部分を「ふだんの活動」にひとまとめにしている）　・「ふだんの活動」は、
本人自身が何に基づいて評価してよいか判断しにくい

癌患者QOL × ×
・「活動状況について」の項目は、社会生活が高まった結果としての満足度の測定ができるものの、とり
たてて活用するまでもない

ＳＦ８、１２、３６ △ △
・信頼性が高い　・「仕事やふだんの活動」にのウエイトが多いのはよい　・SF36を使っていたが良い変
化が認められなかったため中止した。

ＷＨＯＱＯＬ 〇 〇
・信頼性が高い　・項目数はSF36より少なく、社会生活上の項目はSF36より多い　・５段階の評価であ
るため変化を捉えやすい
※WHODASの解説では、WHOQOLの併用が勧められている

ＡＳＣＯＴ × × ・入所利用の場合、限られた施設環境の中では評価しづらい

ＳＩＰ × △

プラス…具体的なため回答しやすい
マイナス…項目が多い、全てが否定的表現となっており質問しにくい、杖や車いす移動がマイナス点と
なっている、「自分の名前しか書くことができません」は、名前も書けない人の方がチェック数が少なくな
る等、表現上の問題がある、

ＱＣＩＱ × ×
・ＣＩＱの質問に「満足度」を加えたものであるため、基本的にＣＩＱと同様の課題を抱える
※地域高齢者の参加評価についての論文からは、「自分らしく暮らす」という主観に対するアウトカム評
価の必要性が唱えられている

ＣＱＯＬＣ × × ・家族の病気に対する項目でありマッチしない
ＳＡＱＯＬ－３９
下線のある評価指標名は、社会生活⇔ＱOLにカテゴリー移動したもの　赤字は調査してもよいが資料が見つからなかったもの

評価指標
効果が見えるか

備　考
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る調査研究」厚生労働省平成 30年度障害者総合

福祉推進事業の報告書を参考にプログラム項目を

検討した。 

 (2) 試験調査の実施 

 今回の試験調査の分析にあたっては、評価指標

と紐付けるため、評価指標調査の対象者から機能

訓練・生活訓練の事例として機能訓練（実施者

21 名）、生活訓練（実施者 12名）事例収集を行

った。 

(3)  試験調査結果 

分担研究の結果から、幅広い分野に渡って多く

のプログラム等を提供していることが示された。

加えて、プログラム等の提供側の職員だけでな

く、プログラム等を通じ「自立した日常生活又は

社会生活を営む」ことを目標としている利用者

も、効果を実感できるプログラム等が実施されて

いることがわかった。利用期間中は、プログラム

等による影響だけでなく、職員や他の利用者など

他者との関わりから様々な影響を受けるので、各

プログラムに、目標達成との関連性を客観的に示

すことは難しいと思われる。目標達成したケース

について、プログラム等の実施率と効果実感率を

複合的に分析することで、効果があると思われる

プログラム等を障害種別ごとに類型化できる可能

性は示唆された。 

 

 3. 回復期リハビリテーション病棟における生

活期支援の認識調査 

今年度は様々な社会事情により、調査実施まで

はできなかったが、回復期リハビリテーション病

院や自立訓練提供施設からのヒアリングを行い、

調査票案を作成した。 

 

Ｄ．考察 

本研究はそれぞれの事業所において標準的な評

価手法のもとに十分な効果がある支援プログラム

が利用者全てに適用されることを目的として行っ

た。今年度には①それぞれの事業所のデータを基

に機能訓練、生活訓練ともに標準化された評価手

法の確立を行うこと、②事業所を類型化し、各類

型の中で共通して行っている支援手法と、特定の

ニーズに対応した支援手法の把握を行った。新型

コロナ感染蔓延下で当初の計画の内容で、入所者

数が例年よりやや減少傾向にあったこと、調査に

あたり様々な制約があったことからサンプル数が

当初の計画より少なめであったことは否めないが、

それでも分担研究者および研究協力者の尽力によ

り、ほぼ予定通りに研究を遂行できたことは幸い

であった。本研究の遂行に関わったすべての関係

者に感謝したい。 

 評価指標調査票の検討に関しては、社会リハビ

リテーションの効果を測定する手法として、どの

ような項目が評価として適しているかを検討する

ため、研究計画で挙げた評価指標と併せて ADL、

IADL、QOL 等の代表的な既存指標を集め、機能訓

練・生活訓練の共通指標とするために検証した結

果、「機能的自立度評価（FIM)」「手段的日常生活活

動（IADL)尺度」「WHODAS」「Recovery Assessment 

Scale」「WHOQOL」に加え、社会参加の指標となる活

動範囲や移動範囲の広がりを測る指標として

「Life Space Assessment」「実用的歩行能力分類」

を加えることになった。社会リハビリテーション

のアプローチは幅広く、またその効果の判定もさ

まざまであり、機能訓練と生活訓練に共通した指

標を探ることは困難であり、評価方法の選択は難

渋したが、上記の「機能的自立度評価 （FIM)」

「手段的日常生活活動（IADL)尺度」「WHODAS」

「Recovery Assessment Scale」「WHOQOL」「Life 

Space Assessment」「実用的歩行能力分類」はその

多くあるいはいずれかが、様々な施設のいずれの

アプローチについても効果判定指標として使えそ

うであることがわかった。来年度は標準的な評価

手法としてこれら既成の指標の使い方についてさ

らに検討を進める予定である。 

 機能訓練に関する調査結果に関しては FIM、IADL

尺度、実用的歩行能力分類といった客観的評価指
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標と、RASや WHO/QOL、WHO/DAS等の被験者の回答

による評価指標の評価結果を検討したところ、後

者については利用者の内面的変化そのものは客観

的事実であり評価の対象となりうるものの、どの

ような訓練・支援が結果をもたらしたかという成

果との因果関係を説明することは難しいことがわ

かった。帰結状況等から推論しても、訓練・支援と

利用者の変化との関連性が強いことは予想される

ものの、これらの評価結果をそのまま機能訓練の

利用効果であるとするには難しく、これを標準的

な評価手法に組み入れることについては、十分に

検討する必要があると思われた。 

 生活訓練に関する調査結果に関しては、今回の

指標のデータから生活訓練では利用前後で利用者

の精神面、日常生活や社会生活面で大きく向上・

改善されていることが明らかとなった。項目別で

は特に課題解決力、活力、集中力等の認知面や精

神活動、生活設計や外出、余暇活動、対人関係づく

り、支援の依頼等の社会生活力や就労面において

プラスの変化が認められた。一方で、機能訓練同

様に内面的変化を測る項目に関しては、支援の結

果としての因果関係を説明することは難しいこと

がわかった。したがって、これを標準的な評価手

法に組み入れることについては、機能訓練同様に

十分に検討する必要があると思われた。 

 類型化された事業所での支援手法の把握に関し

ては幅広い分野に渡って多くのプログラム等を提

供していることが示された。その内容に関しては

プログラム等の提供側の職員だけでなく、プログ

ラム等を通じ「自立した日常生活又は社会生活を

営む」ことを目標としている利用者が効果を実感

できるプログラム等が実施されていることがわか

った。利用期間中は、プログラム等による影響だ

けでなく、職員や他の利用者など他者との関わり

から様々な影響を受けるので、各プログラムに、

目標達成との関連性を客観的に示すことは難しい

と思われた。目標達成したケースについて、プロ

グラム等の実施率と効果実感率を複合的に分析す

ることで、効果があると思われるプログラム等を

障害種別ごとに類型化できる可能性が示唆され、

来年度の研究において進める予定である。 

 

Ｅ．結論 

それぞれの事業所において標準的な評価手法の

もとに十分な効果がある支援プログラムが利用者

全てに適用されることを目的として研究を行った。 

今年度には①それぞれの事業所のデータを基に機

能訓練、生活訓練ともに標準化された評価手法の

確立を行うこと、②事業所を類型化し、各類型の

中で共通して行っている支援手法と、特定のニー

ズに対応した支援手法の把握を行った。既存の指

標を活用して評価を行い、機能訓練、生活訓練と

も有意な効果を示すことができた。ただし被験者

の回答による評価指標についてはどのような訓

練・支援が結果をもたらしたかという成果との因

果関係を説明することは難しいため、標準的な評

価手法に組み入れるにはよく検討する必要がある

ことがわかった。類型化された事業所での支援手

法の把握に関しては幅広い分野に渡って多くのプ

ログラム等を提供していることが示された。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 特記なし 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

菊地尚久，吉永勝訓：回復期頚髄損傷患者の上肢

痙縮に対するボツリヌス治療効果．日本脊髄障害

医学会誌，2020，33，１，134-135． 

神保和正，高浜功丞，安森太一，吉村友宏，菊地尚

久，吉永勝訓．頸髄損傷者に特化した上肢機能評

価「GRASSP」および「CUE-T」の有用性の検証．日

本脊髄障害医学会誌，2020，33，1，120-122． 

吉村友宏，神保和正，高浜功丞，安森太一，菊地尚

久，吉永勝訓．上肢機能評価バッテリー「GRASSP」

を用いた頚髄損傷者の ADL 状況について症例から
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の検討．日本脊髄障害医学会誌，2020，33，1，124-

126． 

菊地尚久．基本的動作能力の回復を図る治療を行

うための運動療法 -リハ医から理学療法士に求

めるもの-．理学療法福岡，2020，33，1，41-45 

菊地尚久．脊髄損傷と老化．臨床リハ，2020，29，

7，725-732． 

菊地尚久．回復期リハビリテーションにおける頚

部痛，Medical Rehabilitation，2020，250，145-

150． 

 

2.  学会発表 

菊地尚久．シンポジウム 義肢診療における多職種

連携 ～何を考えてどう連携するのか？-医師の

立場から-．第 57 回日本リハビリテーション医学

会学術集会，京都，2020-8-19/8-22，第 57回日本

リハビリテーション医学会学術集会抄録集． 

菊地尚久，浅野由美，中山 一，赤荻英理，近藤美

智子，吉永勝訓：頚髄損傷回復期の痙縮に対する

ボツリヌス治療効果．第 57回日本リハビリテーシ

ョン医学会学術集会，京都，2020-8-19/8-22，第 57

回日本リハビリテーション医学会学術集会抄録集． 

菊地尚久．シンポジウム ‐脊髄障害者の痙縮治

療- 痙縮治療のバリエーションとその選択のポ

イント．第 4 回日本リハビリテーション医学会秋

期学術集会，神戸，2020-11-20/11-22，第 4 回日

本リハビリテーション医学会秋期学術集会抄録集．

菊地尚久：関節型エーラス・ダンロス症候群に対

する装具療法の考察，第１回日本エーラスダンロ

ス研究会，オンライン，2020年 12月． 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

 なし 

2. 実用新案登録 

 なし 

3. その他 

 特記なし 

資料 1：評価指標調査票 
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Parker M, Baker PS, Allman RM. A life-space ap-proach to functional assessment of mobiliry in the elbrrly. 
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第 46 回日本リハビリテーション医学会学術集会（2009 年６月４日～６日、静岡市） 

横浜市総合リハビリテーションセンター  

Kobayashi Hirotaka, Iwasaki Noriko, Takaoka Toru, Koike Junko, Ito Toshiyuki 

class class

class 6 「公共交通機関自立」

class 5 「公共交通機関限定自立」

＊①に加えて②または③に該当するもの⇒class 5

class 4 「屋外・近距離自立」

class 3 「屋内・平地自立」

class 2 「平地・監視歩行」

class 1 「介助歩行」 ①患肢の振り出しに介助を要するもの
常に身体介助が必要

＊①～②のいずれかに該当するもの

class 0 「歩行不能」
歩行または車椅子乗車不能

＊①または②に該当するもの⇒class3

屋内・平地なら監視または指示
の下で歩行可能

②介助者が体幹や上肢をしっかりと支えて歩行しているもの

①まったく歩行できないもの。

②歩行可能だが、安全性の問題などから監視を要するもの
③介助者が身体に軽く触れる程度の介助で歩行しているもの
＊①～③のいずれかに該当するもの⇒class 2

階段があっても外出可能で、慣
れた場所なら屋外歩行も可能

実用的歩行能力分類（改訂版）

④商店街など人通りの多いところでは、歩行が困難なもの

②療法士などが支えて訓練として歩行できる程度のもの
＊①または②に該当するもの⇒class0

＊①と②に加えて③または④に該当するもの⇒class 4

平地歩行は可能だが、階段や
不整地では監視・介助が必要

①屋内など平地歩行は自立しているが、階段や不整地の歩行には
監視または介助を要するもの

②階段では監視または介助を要するが、エレベーターなどを利用し
て病院や施設内の歩行は自立しているもの

実用的歩行能力分類 要件

特に制限なく公共交通機関の利
用が可能

一定の条件下で、公共交通機
関の利用が可能

②公共交通機関の利用は一定の経路や時間帯に限られるもの

①屋外歩行は自立

電車やバス等の公共交通機関の利用に支障のないもの

③商店街など人通りの多いところでは、監視や介助を要するもの

③安全性、耐久性に問題があり、長距離の歩行は困難なもの

①介助者は身体に触れず、監視または指示のみで歩行可能なもの

1回目 2回目

②自宅周辺など慣れた場所での歩行は自立

開始時 終了時

①階段昇降は手すりがあれば自立
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資料 2：プログラム調査票 

 

 

 



15 

 

 



16 

 

 

 

参考文献 

吉永勝訓ほか（2019）自立訓練（機能訓練、生活訓練）の実態把握に関する調査研究, 厚生労働省 平

成 30年度障害者総合福祉推進事業 


